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都市公園における保育所等施設の設置に係る連携について 
 
 
 今般の都市緑地法等の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 26 号）による都市公園法

の改正により、都市公園の占用を認めることができる施設として、保育所その他の社会福

祉施設（通所のみにより利用されるものに限る）（以下「保育所等施設」という。）が追加

されたところです。保育所等施設による都市公園の占用にあたっては、都市公園本来のオ

ープンスペース機能を確保し、一般公衆の自由な利用に著しい支障を及ぼさないように配

慮することが重要であり、都市公園の占用を許可するか否かについては具体の都市公園の

状況に応じて公園管理者が適切に判断するべきものです。 
また、保育所等施設の設置の検討にあたっては、当該施設の将来的な需要予測に基づく

整備方針等を踏まえ施設の必要性を判断することが必要となります。さらに、保育所等施

設の整備や管理運営にあたっては、当該施設に係る個別の関係法令等の定めを遵守すると

ともに、公園利用等への影響に配慮することが求められます。 
このため、公園管理者と保育所等施設を所管する地方公共団体の福祉部局等との間で、

都市公園における保育所等施設の設置に関する事前の情報交換や調整、施設管理にあたっ

ての情報共有を行うなど、制度の適切な運用が進むよう、十分に連携を図っていただくよ

うお願いします。 
また、国有地を借り受け設置されている都市公園において、国有地部分に保育所等施設

を設置する場合は、管轄の地方財務局等とあらかじめ調整を図っていただくようお願いし

ます。 
また、今般の都市公園法改正に伴い都市公園法運用指針の改正を行っておりますので、

制度の運用にあたって参考としていただくようお願いします。 
なお、都道府県におかれては、この旨を貴管内市町村（中核市を含む。）にも周知願いま

す。 
 



 
（参考）政令で定める保育所等施設 
都市公園法施行令（昭和 31 年政令第 290 号）（抄） 
第十二条 （略） 
２ （略） 
３ 法第七条第二項の政令で定める社会福祉施設は、次に掲げるものとする。 

一 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第六条の二の二第一項に規定する障

害児通所支援事業（同条第五項に規定する保育所等訪問支援のみを行う事業を除く。

）、同法第六条の三第二項に規定する放課後児童健全育成事業、同条第七項に規定す

る一時預かり事業又は同条第十項に規定する小規模保育事業の用に供する施設及び

同法第三十九条第一項に規定する保育所 

二 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）第四条の二第一項に規定す

る身体障害者生活訓練等事業の用に供する施設及び同法第三十一条に規定する身体

障害者福祉センター 

三 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十条の二の二に規定する老人デ

イサービスセンター及び同法第二十条の七に規定する老人福祉センター 

四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第

百二十三号）第五条第一項に規定する障害福祉サービス事業（同条第七項に規定する

生活介護、同条第十二項に規定する自立訓練、同条第十三項に規定する就労移行支援

又は同条第十四項に規定する就労継続支援を行う事業に限る。）の用に供する施設及

び同条第二十五項に規定する地域活動支援センター 

五 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十

八年法律第七十七号）第二条第七項に規定する幼保連携型認定こども園 

六 前各号に掲げるもののほか、都市公園ごとに、前各号に掲げるものに準ずる社会福

祉施設として、地方公共団体の設置に係る都市公園にあつては当該地方公共団体が条

例で定めるもの、国の設置に係る都市公園にあつては国土交通大臣が定めるもの 
 


